
1 頁

そ

対象とした研修を２回

の

実施しました。
また、

他

次期文書管理システム

　

の導入のあり方につい

】

ての検討を行いました

【

。
なお、活動指標に位

協

置づけられている文書

働

保存箱引継数の削減に

：

ついては、１９年度実

】

績数１９８５箱に対し

目

て２０年度は１８
６０

的

箱で、１２０箱程度の

・

削減が進みました。

Ｂ

目

：おおむね成果があが

標

った

事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

統合文書

種

管理システム推進事業

類

総務部　行政総務課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

職員

□ □ □ □

象

行政文書を統合文書管

・

理システムで一元管理

受

することにより、 情報

益

の共有化とペーパーレ

者

ス化を図るため、文書

事

の発生から廃
事務処理

業

の簡素化、効率化、迅

期

速化が図られています

間

。 棄に至るまでを電子

委

的に管理することを推

託

進します。

文書保存箱

、

引継数 箱

ペーパーレス

協

化による文書保存箱の

働

削減

1,173 1,1

【

00 1,750 1,7

委

00 1,650

1,8

託

60

- -

- - - -

デー

：

タベース化された文書

3

の割合 %

電子決裁文書

セ

数／文書管理システム

ク

に登録された決裁文書

・

数×100

55 57 5

財

7 59 61

51

- -

-

団

- - -

③：遅れている

企

活動指標の目標値が非

業

常に高く設定されてい

Ｎ

たため。

文書管理シス

Ｐ

テムの適切な利用の促

Ｏ

進を図るため、職員を



2 頁

位

0 0.00 0.00

0

施

.00 0.00 1.0

策

5 0.60 0.60 0

へ

.60 0.60

0.0

の

0 0.00 0.00 0

貢

.00 0.00 0.0

献

0 0.00

0 0 8,8

高

11 5,014 5,0

市

14 5,014 5,0

民

14

0 0 8,811 5

満

,014 5,014 5

足

,014 5,014

●

度

○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き

を

事業を継続していきま

高

す。

起案文書全体に対

め

する電子決済文書の増

る

加を進めるため、これ

方

に必要な環境づくりに

策

取り組みます。

行政文

業

書の電子化にむけて、

有

さらなる職員意識の改

効

善を
進めることが必要

性

と考えます。

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

行政文書の電子化によ

出

る一元管理は、事務処

総

理の簡素化
●□ 、効率

合

化、迅速化に寄与する

評

ものです。

□ ○
■
□ 統

価

合文書管理システムを

市

推進することにより、

民

情報の共
●□ 有化とペ

ニ

ーパーレス化が図られ

ー

ます。

□ ○
■
■ データ

ズ

化による情報の共有、

高

文書保存箱の引継数の

事

削減
●

□ が図られます

業

。
○

□
○

□
□ 文書管理

目

システムの運営コスト

的

の削減についての検討

の

を
○

□ 、引き続き行い

達

ます。
●

□
○

■

起案文

成

書等において、紙決裁

状

に慣れている職員が電

況

子決済に移行しやすい

必

環境を、全庁的に構築

要

していくことが必要と

性

なります
。

情報蓄積、

市

共有化情報蓄積、共有

の

化情報蓄積、共有化情

関

報蓄積、共有化情報蓄

与

積、共有化

及びペーパ

の

ーレス及びペーパーレ

必

ス及びペーパーレス及

要

びペーパーレス及びペ

性

ーパーレス

化の推進 化

低

の推進 化の推進 化の推

事

進 化の推進

0 0 0 0 0

そ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

他

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

上

0 0 0 0 0 0 0

0.0



1 頁

そ

定どおり

電子化された

の

住宅地図に各課の業務

他

地図情報を取り込み、

　

グループウェアを利用

】

した地図情報システム

【

により、庁内の地図情

協

報
の共有化が進んでい

働

ます。また、公共施設

：

の地図案内をホームペ

】

ージにて公開し、市民

目

の利便性向上に努めて

的

おりますが、アク
セス

・

数だけを見れば、予想

目

より多くの利用があり

標

ました。

Ａ：成果があ

事

がった

業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

地図情報

種

システム利用推進事業

類

企画部　広報・情報政

ハ

策課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

11 市民と市がコミュ

ソ

ニケーションを重ね、

フ

相互の信頼関係を深め

ト

るために
行政改革の

0

根

1 市民と市がコミュニ

拠

ケーションを重ね、相

法

互の信頼関係を深める

令

ために
位置付け

03 誰

等

もが利用しやすい行政

対

サービスの提供

職員、象 ホームページ閲覧者（・ 市民）

□ ■ □ □

庁内の

受

地図情報の共有化がさ

益

らに進み、市民公開型

者

の地図情報 庁内の地図

事

情報の共有化を図ると

業

ともに、質の高いサー

期

ビスを
を充実した内容

間

で提供することにより

委

、質の高いサービスが

託

提 提供するため、公共

、

施設などの地図情報を

協

市民向けに発信しま
供

働

されています。 す。

庁

【

内地図情報システムの

委

地図データ数 件

各課が

託

整備した地図情報の件

：

数

100 110 120

3

130 130

97

- -

セ

- - - -

市民公開型地

ク

図情報システムへのア

・

クセス件数 件

ホームペ

財

ージ上に整備した「公

団

共施設地図案内」への

企

アクセス件数

1,00

業

0 12,000 13,

Ｎ

000 14,000 1

Ｐ

4,000

11,90

Ｏ

1

- -

- - - -

①：予



2 頁

位

50 3,850 3,8

施

50

0.00 0.00

策

0.00

0.00 0.

へ

00 0.33 0.41

の

0.41 0.41 0.

貢

41

0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

市

0 0 2,770 3,4

民

26 3,426 3,4

満

26 3,426

0 0 2

足

,770 3,426 7

度

,276 7,276 7

を

,276

● ○ ○ ○ ○ ○

高

○

庁内の地図情報の共

め

有化を図り、市民公開

る

型の地図情報の充実に

方

向けた検討を進めます

策

。

庁内の地図情報の共

業

有化を図り、市民公開

有

型の地図情報の充実に

効

向けた検討を進めます

性

。

地図情報システムの

継

安定的な運用を図り、

続

システムの改
善検討を

に

進めるとともに、市民

よ

に公開する地図情報の

る

充
実に向けて検討して

成

いきます。

果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

地図情報の共有化を図

出

ることにより、地図に

総

対する二重
●■ 投資の

合

削減、業務の効率化が

評

図られます。

□ ○
□
□

価

公共施設地図案内を公

市

開することで、市民の

民

利便性も向
●■ 上しま

ニ

す。

■ ○
□
■ 電子デー

ー

タ化した地図情報の共

ズ

有化を進めることによ

高

り
○

□ 、質の高い行政

事

サービスが可能となり

業

ます。
●

□
○

□
■ 現行

目

の地図情報システムの

的

見直し・改善を検討し

の

、効率
○

□ 性の高いシ

達

ステムの研究をします

成

。
●

□
○

□

各課の地図

状

情報データ整備と庁内

況

共有化の促進を図ると

必

ともに、市民へ公開で

要

きる地図情報について

性

検討を進めていきます

市

。

システム利用促進シ

の

ステム利用促進システ

関

ム利用促進システム利

与

用促進システム利用促

の

進

、内容の継続的改、

必

内容の継続的改、内容

要

の継続的改、内容の継

性

続的改、内容の継続的

低

改

善 善 善 善 善

0 0 0 0

事

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 3,

他

850 3,850 3,

上

850

0 0 0 0 3,8



1 頁

そ

い、本格導入に向けた

の

環境整備と工事におけ

他

る工事写真の電子化を

　

実施しました。
結果と

】

して、予定件数より多

【

くの成果品が得られ、

協

文書保存箱の数量が減

働

りました。

Ａ：成果が

：

あがった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

工事書類

種

電子納品化事業

総務部

類

　契約検査課

00－x ハxxxxx－xx00 ー00 ○ ●

11 市民と市

ド

がコミュニケーション

ソ

を重ね、相互の信頼関

フ

係を深めるために
行政

ト

改革の
01 市民と市が

根

コミュニケーションを

拠

重ね、相互の信頼関係

法

を深めるために
位置付

令

け
03 誰もが利用しや

等

すい行政サービスの提

対

供

平成２０年度 ～ 象

□ □ □ □

工事書類及び

・

委託成果品を電子納品

受

化することにより、担

益

当者 担当者間でのデー

者

タの共有化を図るとと

事

もに、保存文書の削減

業

間でのデータの共有化

期

が図られるとともに、

間

保存文書が削減さ のた

委

め、工事請負業者が作

託

成する施工・品質管理

、

などの書類や
れていま

協

す。 工事写真について

働

、電子データによって

【

納品する電子納品にし

委

ます。

電子納品化率 %

託

電子納品化された件数

：

/総件数×100

1 5

3

10 70 90

5

- -

-

セ

- - - -

共有データの

ク

活用 %

電子納品化され

・

た委託成果品件数/総

財

委託件数×100

- 1

団

5 50 90 100

-

引

企

継文書保存箱数 個

工事

業

書類削減箱数

400 3

Ｎ

50 280 150 12

Ｐ

0

390

①：予定どお

Ｏ

り

電子納品の試行を行



2 頁

位

が電子データの有効性

施

を認
識することが重要

策

と考えています。

工事

へ

等受注者への工事等受

の

注者への本格導入への

貢

取り本格導入（次年度

献

本格導入と事業内

普及

高

促進と事業内普及促進

市

と事業内組みと事業内

民

容の以降）への取り組

満

容の見直し

容の見直し

足

容の見直し 見直し みと

度

事業内容の見

直し

0 0

を

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

高

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

め

0 0 0 0 0 0

0 0 0 1

る

,204 1,204 1

方

,204 1,204

0

策

0 0 1,204 1,2

業

04 1,204 1,2

有

04

0.00 0.00

効

0.00

0.00 0.

性

00 0.90 0.90

継

0.90 0.90 0.

続

90

0.00 0.00

に

0.00 0.00 0.

よ

00 0.00 0.00

る

0 0 7,552 7,5

成

21 7,521 7,5

果

21 7,521

0 0 7

向

,552 8,725 8

上

,725 8,725 8

の

,725

○ ● ○ ○ ○ ○

可

○

段階的試行の初年度

能

であるため、本格導入

性

に向け準備・検証を行

低

います。

対象工事費を

そ

設定し、試行対象とな

の

る工事、委託を確定し

他

ます。
職員の研修を行

事

い、成果品の検収を遅

業

滞なく行い、また、請

の

負事業者への指導を実

目

施します。
試行を検証

的

し、ガイドライン、基

､

準等の見直しを行いま

対

す。
業者への説明会等

象

も実施し、順調に推移

､

しており、今後
の実施

内

に期待したいと思いま

容

す。

分 高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

電子納品化の段階的導

出

入をおこない、請負事

総

業者による
●■ 成果品

合

の提出が問題なくされ

評

るよう、説明会等を開

価

催し

□ 、内容を徹底さ

市

せます。 ○
□
□ 職員は

民

もとより、請負事業者

ニ

においても電子データ

ー

での
●□ 管理ができ、

ズ

電子メール等の活用で

高

打合せ時間や図面修

■

事

正等に要する時間を短

業

縮し、時間の有効活用

目

ができるこ ○
□ とで、

的

工事・委託の質の向上

の

を期待されます。

■ 国

達

及び県が推進している

成

「公共事業支援統合シ

状

ステム（
●

□ CALS

況

／EC）に即したシス

必

テムの導入であり、工

要

事書類の
○

□ 電子化と

性

請負事業者の能力向上

市

を目指します。
○

□
■

の

工事写真、設計図等を

関

電子化することにより

与

、紙資源の
●

■ 減量化

の

・引継ぎ書類の保管ス

必

ペースの削減・データ

要

共有
○

□ を図ることに

性

より、標準化や設計時

低

間等の短縮が期待さ
○

事

□ れます。

職員へのソ

そ

フトウエア習熟研修の

の

実施及び請負事業者へ

他

の周知徹底と協力の要

上

請が必須であり、両者



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

電子入札

種

システム活用事業

総務

類

部　契約検査課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

11 市民と

ド

市がコミュニケーショ

ソ

ンを重ね、相互の信頼

フ

関係を深めるために
行

ト

政改革の
01 市民と市

根

がコミュニケーション

拠

を重ね、相互の信頼関

法

係を深めるために
位置

令

付け
03 誰もが利用し

等

やすい行政サービスの

対

提供

職員・事業者 平成象 １７年度 ～ 

■ □ □

・

□

電子入札システムの

受

活用により、入札手続

益

の透明性の向上が図 入

者

札手続の透明性を図る

事

ため、契約検査課が発

業

注する物品・一
られて

期

います。 般業務委託の

間

入札を電子入札システ

委

ムで行います。

業種数

託

種

平成20年度：8種

、

、平成21年度：2種

協

、平成22年度：2種

働

　平成23年度：2種

【

8 10 12 14 14

8

委

- -

- - - -

電子入札

託

執行率 %

電子入札執行

：

件数／契約主管課発注

3

の物品・一般業務委託

セ

全入札件数×100

4

ク

0 60 80 85 85

4

・

0

- -

- - - -

①：予

財

定どおり

物品について

団

は、電子入札の対象範

企

囲を拡大し、契約検査

業

課からの発注する清掃

Ｎ

業務委託についても電

Ｐ

子入札を導入しました

Ｏ

。

Ａ：成果があがった



2 頁

位

0 2.40 2.40

0

施

.00 0.00 0.0

策

0 0.00 0.00 0

へ

.00 0.00

0 0 2

の

0,139 20,05

貢

5 20,055 20,

献

055 20,055

0

高

0 20,139 20,

市

055 20,055 2

民

0,055 20,05

満

5

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

電子

足

入札を導入できる業種

度

を検討しながら拡大し

を

ます。

電子入札を導入

高

できる業種を検討しな

め

がら拡大します。

物品

る

については、電子入札

方

の対象範囲を拡大し、

策

契約検
査課からの発注

業

する清掃業務委託につ

有

いても電子入札を
導入

効

し、入札手続きの透明

性

性の向上が図られまし

継

た。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

経済性とともに地元中

出

小事業者の受注の機会

総

の増大を図
●□ るため

合

必要性があります。

■

評

○
□
□ 物品及び工事の

価

経済的な調達のために

市

は、この業務は有
●□

民

効です。

■ ○
□
■ 公正

ニ

で経済的な調達をする

ー

ためには、法令・規則

ズ

に基づ
●

□ いた業務に

高

は妥当性があります。

事

○
■

○
□
■ 電子入札シ

業

ステムの拡大により、

目

より一層の効率性を目

的

●
□ 指します。

○
□

○

の

□

電子入札を導入でき

達

る業種の検討が必要で

成

す。

拡大範囲（業種）

状

拡大範囲（業種）拡大

況

範囲（業種）拡大範囲

必

（業種）拡大範囲（業

要

種）

の検討、拡大対象

性

の検討、拡大対象の検

市

討、拡大対象の検討、

の

拡大対象の検討、拡大

関

対象

業種登録者への周

与

業種登録者への周業種

の

登録者への周業種登録

必

者への周業種登録者へ

要

の周

知 知 知 知 知

0 0 0

性

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

低

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

事

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

そ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

.00 0.00 0.0

他

0

0.00 0.00 2

上

.40 2.40 2.4



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

電子申請

種

システム利用推進事業

類

企画部　広報・情報政

ハ

策課

00－xxxxx ーx－xx0000 ● ○ド

11 市民と市がコミュ

ソ

ニケーションを重ね、

フ

相互の信頼関係を深め

ト

るために
行政改革の

0

根

1 市民と市がコミュニ

拠

ケーションを重ね、相

法

互の信頼関係を深める

令

ために
位置付け

03 誰

等

もが利用しやすい行政

対

サービスの提供

□ □ □

象

□

電子申請システムが

・

充実し、利用の拡大が

受

進んでいます。 市民が

益

窓口へ出向かなくても

者

申請・届出ができるよ

事

うにするた
め、インタ

業

ーネットを利用した電

期

子申請・届出のシステ

間

ムを充
実します。

利用

委

登録者数（累計） 人

－

託

320 360 400 4

、

40 480

457

- -

協

- - - -

利用件数 件

－

働

130 270 270 2

【

70 300

211

- -

委

- - - -

①：予定どお

託

り

電子申請利用の周知

：

（ホームページ及び配

3

布物の提供）と手続き

セ

数拡大のための庁内折

ク

衝を進めています。

Ｂ

・

：おおむね成果があが

財

った

団 企業 ＮＰＯ



2 頁

位

0 0 0 0

0 0 0 0 12

施

,274 12,274

策

12,274

0 0 0 0

へ

12,274 12,2

の

74 12,274

0.

貢

00 0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

73 0.53 0.53

市

0.53 0.53

0.

民

00 0.00 0.00

満

0.00 0.00 0.

足

00 0.00

0 0 6,

度

126 4,429 4,

を

429 4,429 4,

高

429

0 0 6,126

め

4,429 16,70

る

3 16,703 16,

方

703

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

策

電子申請システムの充

業

実のため、利用の拡大

有

を進めていきます。

電

効

子申請できる手続きを

性

増やすために、庁内折

継

衝を進めます。

電子申

続

請できる手続きの増に

に

努めるとともに、利用

よ

推進
にあたり、課題を

る

整理し最適な方策を検

成

討していきます
。

果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

電子申請は、２４時間

出

、インターネットを介

総

して利用で
●■ きるの

合

で、利便性の向上のた

評

めにもシステムの充実

価

が必

□ 要です。 ○
□
□

市

市民が窓口に出向かな

民

くても、申請・届出が

ニ

できるよう
●□ になり

ー

ます。

■ ○
□
■ 市民の

ズ

利便性が向上するとと

高

もに、従来の業務の効

事

率化
○

□ も図られます

業

。
●

□
○

□
■ 県及び３

目

０市町村の共同利用シ

的

ステムであるため、共

の

同
○

□ 運営協議会の中

達

で、事業の効率化につ

成

いて検討していき
●

□

状

ます。
○

□

現状では、

況

インターネットを利用

必

して申請・届出はでき

要

るが、手数料の支払い

性

や証明書等の受け取り

市

は窓口に出向かなけれ

の

ばな
らないので、この

関

課題点解決が今後の利

与

用拡大を図るためのポ

の

イントと考えています

必

。

手続の追加検討と手

要

続の追加検討と手続の

性

追加検討と手続の追加

低

検討と手続の追加検討

事

と

担当課協議 担当課協

そ

議 担当課協議 担当課協

の

議 担当課協議

0 0 0 0

他

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

上

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

よくある

種

質問（ＦＡＱ）推進事

類

業

企画部　広報・情報

ハ

政策課

00－xxxx ーxx－xx0000 ○ ド ●

11 市民と市がコミ

ソ

ュニケーションを重ね

フ

、相互の信頼関係を深

ト

めるために
行政改革の

根

01 市民と市がコミュ

拠

ニケーションを重ね、

法

相互の信頼関係を深め

令

るために
位置付け

03

等

誰もが利用しやすい行

対

政サービスの提供

□ □

象

□ □

市民が市のホーム

・

ページを利用し、疑問

受

や不明点を自己解決し

益

市民が疑問や不明点を

者

自己解決できるように

事

するため、よくあ
てい

業

ます。 る質問と回答を

期

データベース化し、ホ

間

ームページにわかりや

委

す
く掲載します。

ＦＡ

託

Ｑ掲載件数 件

データベ

、

ース化したＦＡＱ件数

協

250 300 350 3

働

60 370

313

- -

【

- - - -

ＦＡＱアクセ

委

ス件数（累計） 件

－

2

託

0,000 80,00

：

0 100,000 12

3

0,000 140,0

セ

00

66,386

- -

ク

- - - -

①：予定どお

・

り

よくある質問とその

財

回答集（ＦＡＱ）の整

団

備を進め、市民の利便

企

性向上を図っています

業

。

Ａ：成果があがった

ＮＰＯ



2 頁

位

把握 況把握

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 0 0 0 2,3

の

99 2,399 2,3

貢

99

0 0 0 0 2,39

献

9 2,399 2,39

高

9

0.00 0.00 0

市

.00

0.00 0.0

民

0 0.43 0.31 0

満

.31 0.31 0.3

足

1

0.00 0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0 0.00 0.00

0

高

0 3,609 2,59

め

1 2,591 2,59

る

1 2,591

0 0 3,

方

609 2,591 4,

策

990 4,990 4,

業

990

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

有

ＦＡＱへのアクセス件

効

数から、市民の利用度

性

は高く、市民の疑問や

継

不明点の解決に寄与で

続

きていると判断します

に

。

データベースを充実

よ

させるため、各課へ整

る

備促進を図るとともに

成

、ホームページにわか

果

りやすく掲載します。

向

ＦＡＱ（よくある質問

上

）のデータベースを充

の

実させ、仕
組み自体に

可

改善することがないか

能

を把握し、市民の方が

性

、分かりやすく、使い

低

やすい掲載方法を考え

そ

ていきます
。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民が疑問や不明点を

出

、ホームページ上で自

総

己解決でき
●□ ること

合

のニーズはあると考え

評

ます。

□ ○
□
□ 市民が

価

疑問や不明点を、時間

市

に関係なく、ホームペ

民

ージ
●■ 上で自己解決

ニ

できるので、満足感は

ー

得られると考えます

□

ズ

。 ○
□
■ 市民が疑問や

高

不明点を、ホームペー

事

ジ上で自己解決でき
○

業

□ るようにするため、

目

データベースの充実を

的

図ることで妥
●

□ 当性

の

を高めていくと考えま

達

す。
○

□
■ 市民が疑問

成

や不明点を、ホームペ

状

ージ上で自己解決でき

況

○
□ る仕組みについて

必

、改善点を把握して、

要

構築業者に是正
●

□ を

性

求めていきます。
○

□

市

ＦＡＱの整備を進め、

の

利用状況を確認したう

関

えで、将来的にコール

与

センターの設置検討も

の

必要と考えています。

必

ＦＡＱ項目数の追ＦＡ

要

Ｑ項目数の追ＦＡＱ項

性

目数の追ＦＡＱ項目数

低

の追ＦＡＱ項目数の追

事

加等整理と利用状加等

そ

整理と利用状加等整理

の

と利用状加等整理と利

他

用状加等整理と利用状

上

況把握 況把握 況把握 況



1 頁

そ

ップサービスについて

の

の検討を行いました。

他

Ａ：成果があがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

新庁舎の

種

ワンストップサービス

類

推進事業

総務部　行政

ハ

総務課

00－xxxx ーxx－xx0000 ○ ド ●

11 市民と市がコミ

ソ

ュニケーションを重ね

フ

、相互の信頼関係を深

ト

めるために
行政改革の

根

01 市民と市がコミュ

拠

ニケーションを重ね、

法

相互の信頼関係を深め

令

るために
位置付け

03

等

誰もが利用しやすい行

対

政サービスの提供

市民象 平成２０年度 ～ 平・ 成２１年度

□ □ □ □

平

受

成22年度から平成2

益

3年度に建設工事を行

者

い、平成24年度供用

事

新庁舎建設計画で平成

業

20年度から平成21

期

年度に予定している基

間

開始予定の新庁舎につ

委

いて、手続きに訪れる

託

市民の利便性を考 本設

、

計と実施設計の実施と

協

ともに、市民の利便性

働

を確保するた
慮した窓

【

口業務等の配置のあり

委

方が検討され、新庁舎

託

建設計画 め、新庁舎の

：

窓口業務や窓口の配置

3

等について検討を行い

セ

ます
の基本設計、実施

ク

設計に反映されていま

・

す。 。

検討の進捗状況

財

%

平成20年度：検討

団

80％、平成21年度

企

：設計への反映20％

業

80 100

80

①：予

Ｎ

定どおり

窓口機能ワー

Ｐ

キングによる検討会を

Ｏ

４回開催し、ワンスト



2 頁

位

00

0.00 0.00

施

0.00 0.00 0.

策

00 0.00 0.00

へ

0 0 2,518 2,0

の

89 0 0 0

0 0 2,5

貢

18 2,089 0 0 0

献

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

検討に

高

ついては、新庁舎建設

市

計画の基本設計、実施

民

設計に反映されること

満

で完了となります。

ワ

足

ンストップサービスの

度

実現は、市民の利便性

を

の向上に
大きく寄与す

高

るものと考えます。

める方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民が市役所内の窓口

出

を転々と回るという不

総

便を解消す
●□ ること

合

は、重要な事項です。

評

□ ○
□
□ ワンストップ

価

サービスと総称される

市

効率的な窓口サービ
●

民

■ スは、市民満足度の

ニ

向上が大いに期待でき

ー

ます。

□ ○
□
■ 市民の

ズ

利便性を向上できるワ

高

ンストップサービスの

事

妥当
●

□ 性は、言うま

業

でもありません。
○

□

目

○
□
□ この事業の成果

的

としてのワンストップ

の

サービスは、効率
●

□

達

性の高いものであるも

成

のと考えます。
○

□
○

状

■

ワンストップサービ

況

スのあり方について検

必

討された結果を、新庁

要

舎においてどのように

性

実現していくかが今後

市

の課題となります
。

ワ

の

ンストップサー窓口配

関

置、業務等

ビスとして

与

の窓口の検討、基本設

の

計

配置、業務等の検及

必

び実施設計への

討 反映

要

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

性

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

低

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

事

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

そ

0 0

0.00 0.00

の

0.00

0.00 0.

他

00 0.30 0.25

上

0.00 0.00 0.



1 頁

そ

- - - -

①：予定どお

の

り

住民基本台帳普及促

他

進に向けて、課内検討

　

会議を開催しました。

】

また、国の施策や先進

【

自治体の事例を研究し

協

ました。

Ａ：成果があ

働

がった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

住民基本

種

台帳カード普及推進事

類

業

市民部　市民課

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
03 誰もが利用

等

しやすい行政サービス

対

の提供

住民基本台帳法

象 市民　証明書等交付申・ 請者 平成２０年度 ～受  平成２３年度

□ □ □

益

□

住民基本台帳カード

者

が普及することにより

事

、窓口利用の利便性 行

業

政サービスの利便性向

期

上のため、住基カード

間

を利用した行政
が向上

委

し、誰もが利用しやす

託

い行政サービスが提供

、

されていま サービスを

協

拡充することなどによ

働

りカードの普及を推進

【

します
す。 。また、住

委

基カードで利用できる

託

自動交付機を市内公共

：

施設に
設置します。

普

3

及促進に向けた周知回

セ

数、検討会議の開催回

ク

数 回

住民基本台帳カー

・

ドの普及促進に向けた

財

周知回数、検討会議の

団

開催回数

2 4 4 4

2

-

企

-

- - - -

住基カード

業

発行総数（累計） 枚

－

Ｎ

5,000 10,00

Ｐ

0 15,000 15,

Ｏ

000

5,558

- -



2 頁

位

0.00 0.00 0.

施

00 0.00 0.00

策

0 0 1,679 1,6

へ

72 1,672 1,6

の

72 0

0 0 1,679

貢

1,672 1,672

献

1,672 0

● ○ ○ ○

高

○ ○ ○

住民サービス向

市

上のため、住基カード

民

普及に向けた取組みを

満

推進します。

証明書等

足

の自動交付機について

度

、有効性を慎重に判断

を

して導入を検討します

高

。

住基カードは本人確

め

認機能が強化され、さ

る

らに便利にな
りました

方

。また本市独自の利用

策

方法を検討するなど利

業

便
性を追加して、普及

有

促進を図りたい。また

効

、住基カード
交付増加

性

に伴う窓口体制も強化

継

が必要です。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

住民サービスの向上、

出

行政サービスの効率化

総

のために、
●■ 住基カ

合

ードの普及促進への取

評

組みは必要です。

■ ○

価

□
□ 住基カードを利用

市

した行政サービスの拡

民

充は、住民の利
●■ 便

ニ

性が向上します。

□ ○

ー

□
■ 住基カードは、電

ズ

子政府・電子自治体の

高

基礎であり、国
●

□ も

事

普及促進を推進してい

業

ます。
○

□
○

□
□ 行政

目

事務が効率化します。

的

○
■

●
□

○
□

住基カー

の

ドの交付枚数の増加に

達

向けた発行体制の確保

成

が課題です。

住民基本

状

台帳カー住民基本台帳

況

カー住民基本台帳カー

必

住民基本台帳カー

ドを

要

利用したサードを利用

性

したサードの普及推進

市

、住ドの普及推進、住

の

ビスの検討及び推ビス

関

の検討及び推民票等自

与

動交付機民票等自動交

の

付機

進 進 の整備 の整備

必

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

要

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

性

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

低

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

事

0 0

0.00 0.00

そ

0.00

0.00 0.

の

00 0.20 0.20

他

0.20 0.20 0.

上

00

0.00 0.00



1 頁

そ

を実施している近隣の

の

自治体を数個所視察し

他

て実施に向けた課題を

　

研究しました。

Ｂ：お

】

おむね成果があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民窓口

種

センター機能充実事業

類

市民部　市民課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

11 市民と

ド

市がコミュニケーショ

ソ

ンを重ね、相互の信頼

フ

関係を深めるために
行

ト

政改革の
01 市民と市

根

がコミュニケーション

拠

を重ね、相互の信頼関

法

係を深めるために
位置

令

付け
03 誰もが利用し

等

やすい行政サービスの

対

提供

住民基本台帳法

住象 民異動届出者 平成２０・ 年度 ～ 平成２３年受 度

□ □ □ □

市民窓口セ

益

ンターの取扱業務が充

者

実し、市民が身近な場

事

所で証 行政サービスの

業

利便性向上のため、住

期

民異動の届出（除く戸

間

籍
明書などの交付や転

委

入、転出、転居などの

託

届出の申請ができる 関

、

係届出）ができるよう

協

、市民窓口センターの

働

機能を充実しま
ように

【

なっています。 す。

機

委

能が充実した市民窓口

託

センター設置数 か所

市

：

民窓口センターの設置

3

数

- - 1 2

- -

- - -

セ

-

機能が充実した市民

ク

窓口センターでの取扱

・

件数 件

－

- - 1,00

財

0 2,000

- -

- -

団

- -

②：若干遅れてい

企

る

事業実施に向けて多

業

くの課題があり、充分

Ｎ

な検討を必要とするた

Ｐ

め。

市民窓口センター

Ｏ

で住民異動届出の受付



2 頁

位

.00 0.00

0.0

施

0 0.00 0.25 0

策

.25 0.25 0.2

へ

5 0.00

0.00 0

の

.00 0.00 0.0

貢

0 0.00 0.00 0

献

.00

0 0 2,098

高

2,089 2,089

市

2,089 0

0 0 2,

民

098 2,089 2,

満

089 2,089 0

●

足

○ ○ ○ ○ ○ ○

市民の利

度

便性向上を図るため現

を

状の規模で継続します

高

。

住民異動の受付等の

め

窓口サービスの体制を

る

見直して住民サービス

方

の向上を図ります。

市

策

民窓口センターの機能

業

充実として転入・転出

有

等住民異
動手続きの実

効

施に向けた検討をして

性

きました。引き続き
現

継

状の体制を踏まえ、セ

続

ンターの職員体制やハ

に

ード設備
等具体的な課

よ

題を検討して行きます

る

。

成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

住民異動届出が本庁以

出

外の窓口センターでも

総

可能になれ
●□ ば市民

合

の利便性が向上します

評

。

□ ○
□
□ 届出の窓口

価

が分散化することによ

市

り、本庁窓口の混雑の

民

●■ 緩和が図られ、待

ニ

ち時間が短縮する等、

ー

市民満足が向上

□ しま

ズ

す。 ○
□
■ 市民サービ

高

スの向上につながりま

事

すが、コストに見合う

業

○
□ 効果が見込めるか

目

充分な検討が必要です

的

。
●

□
○

□
■ 市民課の

の

窓口サービスでなく、

達

他課の窓口業務との関

成

連
○

□ も考慮する必要

状

があります。
●

□
○

□

況

転出、転入等の住民異

必

動に関する窓口業務に

要

ついて実現に向けた具

性

体的な検討を行なって

市

行きます。

市民窓口セ

の

ンター市民窓口センタ

関

ー機能充実した市民機

与

能充実した市民

の機能

の

・職員体制の機能・職

必

員体制窓口センターの

要

設窓口センターの設

等

性

検討、施設整備等検討

低

、施設整備置 置

の検討

事

の検討

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

他

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

上

0 0 0 0 0

0.00 0



1 頁

そ

校に周知することによ

の

り希望を募り、市内幼

他

稚園・保育所を中心に

　

１０施
設からの希望を

】

受け実施したことによ

【

り、子ども達が図書に

協

触れ合う機会を増やす

働

ことができました。

Ｂ

：

：おおむね成果があが

】

った

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

出前図書

種

館事業

社会教育部　中

類

央図書館

01－100 ハ503－010000 ー○ ●

11 市民と市がコ

ド

ミュニケーションを重

ソ

ね、相互の信頼関係を

フ

深めるために
行政改革

ト

の
01 市民と市がコミ

根

ュニケーションを重ね

拠

、相互の信頼関係を深

法

めるために
位置付け

0

令

3 誰もが利用しやすい

等

行政サービスの提供

当対 面３～５歳児（将来的象 には市民全体に拡大）・

□ □ □ □

子ども達が図

受

書に触れ、読書の楽し

益

みを知ることにより、

者

創造 子ども達が読書を

事

楽しみ健やかに成長す

業

るため、移動図書館車

期

力や思いやりを養い健

間

やかに成長しています

委

。 で児童施設などを訪

託

問し、図書の貸出し、

、

おはなし会などを実
施

協

します。

巡回回数 回

－

働

72 84 84 84 96

【

96

66 72

貸出点数

委

点

－

3,600 4,4

託

00 4,800 4,8

：

00 5,000 5,0

3

00

4,308 4,7

セ

95

訪問施設数（幼稚

ク

園、保育園等） 箇所

－

・

12 18 15 20 20

財

20

16 10

②：若干

団

遅れている

施設担当者

企

の負担が多いため継続

業

して実施する施設が減

Ｎ

少しました。

実施に当

Ｐ

たり市内幼稚園・保育

Ｏ

所・入所施設・ろう学



2 頁

位

等の貸出し、図書等の

施

貸出し、図書等の貸出

策

し

出し 出し 出し

0 0 0

へ

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

の

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

貢

0 0 0 0 0

0 804 7

献

00 630 630 63

高

0 630

0 804 70

市

0 630 630 630

民

630

0.00 114

満

.86 100.00

0

足

.00 1.15 1.1

度

5 1.20 1.20 1

を

.20 1.20

0.0

高

0 0.00 0.00 0

め

.00 0.00 0.0

る

0 0.00

0 9,65

方

0 9,650 10,0

策

28 10,028 10

業

,028 10,028

有

0 10,454 10,

効

350 10,658 1

性

0,658 10,65

継

8 10,658

● ○ ○

続

○ ○ ○ ○

固定した訪問

に

施設以外に枠を広げら

よ

れるように周知徹底を

る

図ることにより、訪問

成

施設を拡大して実施し

果

ます。

｢あおぞら号｣

向

と連絡車（軽自動車）

上

で施設訪問を行うこと

の

で、多少のスペースが

可

あれば実施可能となる

能

ので、受入施設（訪問

性

施
設）を拡大して実施

低

します。

訪問施設を広

そ

げるとともに、施設に

の

適した車（「あおぞ
ら

他

号」、軽自動車）で巡

事

回を行い、事業を拡充

業

しようと
考えています

の

。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

図書館に来館しづらい

出

方や子どもたちが図書

総

にふれる機
●□ 会が増

合

えることから、訪問施

評

設からのニーズはあり

価

ます

□ 。 ○
□
□ 継続し

市

て実施することにより

民

、訪問施設も増え、図

ニ

書館
●□ に来館しづら

ー

い方や子どもたちが図

ズ

書にふれる機会も増

■

高

えます。 ○
□
■ 実績の

事

ある施設以外にも再度

業

周知し、訪問箇所を増

目

やす
○

□ ことで更に妥

的

当性が高くなります。

の

●
□

○
□
■ 出前図書館

達

利用者が手にした図書

成

は、施設で回収し、期

状

○
□ 限になると図書館

況

で引き取りにいってい

必

るが、施設職員
●

□ の

要

負担が大きくなってい

性

ます。
○

□

訪問施設を

市

広げることで巡回回数

の

も増え、更に貸出点数

関

も増えます。今後は、

与

固定した訪問施設以外

の

に枠を広げられるよう

必

に周
知徹底する必要が

要

あります。

児童施設な

性

どの訪児童施設などの

低

訪児童施設などの訪児

事

童施設等の訪問児童施

そ

設等の訪問児童施設等

の

の訪問

問、図書などの

他

貸問、図書などの貸問

上

、図書などの貸、図書



1 頁

そ

日に２時間の開館時間

の

の延長を実施しました

他

。ひらつかアリーナ、

　

湘南ひ
らつかビーチセ

】

ンターの2施設につい

【

て、指定管理者制度の

協

導入にともない開館時

働

間の拡大をしました。

：

Ａ：成果があがった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

窓口開庁

種

時間等の拡大推進事業

類

企画部　行財政改革推

ハ

進課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

11 市民と市がコミュ

ソ

ニケーションを重ね、

フ

相互の信頼関係を深め

ト

るために
行政改革の

0

根

1 市民と市がコミュニ

拠

ケーションを重ね、相

法

互の信頼関係を深める

令

ために
位置付け

03 誰

等

もが利用しやすい行政

対

サービスの提供

市民等象

□ □ □ □

市役所窓口や

・

市の公共施設の利便性

受

が高まり、市民サービ

益

スの 市民サービスの充

者

実を図るため、市役所

事

本庁舎等の窓口開庁時

業

充実が図られています

期

。 間、休日開庁のあり

間

方を検討します。また

委

、利用者ニーズを的
確

託

に把握し、利用者の利

、

便性を向上するため、

協

中央図書館、市
民セン

働

ターなどの利用時間等

【

の拡大について検討し

委

ます。

利便性を向上さ

託

せる施設等 施設

平成1

：

9年度に対する施設等

3

の増加数

2 4 6 8 10

セ

3

- -

- - - -

各年度

ク

ごとの導入施設の利用

・

増加率（年間） %

導入

財

後の施設利用者数／導

団

入前の施設利用者数×

企

100

3 3 3 3 3

10

業

.4

- -

- - - -

①：

Ｎ

予定どおり

中央図書館

Ｐ

において、平成20年

Ｏ

6月から火・水・木曜



2 頁

位

休度末年度始めの休

日

施

開庁、利用時間日開庁

策

、利用時間日開庁、利

へ

用時間日開庁、利用時

の

間日開庁、利用時間

等

貢

の拡大の検討 等の拡大

献

の検討 等の拡大の検討

高

等の拡大の検討 等の拡

市

大の検討

0 0 0 0 0 0

民

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

満

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

足

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

度

0 0 0 0 0 0

0.00

を

0.00 0.00

0.

高

00 0.00 0.35

め

0.22 0.22 0.

る

22 0.22

0.00

方

0.00 0.00 0.

策

00 0.00 0.00

業

0.00

0 0 2,93

有

7 1,839 1,83

効

9 1,839 1,83

性

9

0 0 2,937 1,

継

839 1,839 1,

続

839 1,839

● ○

に

○ ○ ○ ○ ○

市民等のニ

よ

ーズを把握し、効率的

る

効果的な窓口開庁時間

成

等の拡大の方法を検討

果

し、可能なものについ

向

ては導入を検討します

上

。

指定管理者制度など

の

のアウトソーシングの

可

活用による効率性と市

能

民ニーズの把握に努め

性

、効果的な窓口開庁時

低

間等の拡大に取り
組み

そ

ます。

効率的、効果的

の

な窓口開庁時間の拡大

他

が図られており、
費用

事

対効果は高いものと認

業

識しています。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

窓口開庁時間等の拡大

出

により、利用者の増加

総

が図られて
●□ いるこ

合

とから、市民ニーズに

評

合致しており、窓口開

価

庁時

□ 間等の拡大の必

市

要性は高いものと考え

民

ます。 ○
□
□ 窓口開庁

ニ

時間等の拡大は、利用

ー

者の利便性を高めるこ

ズ

と
●■ から、市民満足

高

度を高める有効な事業

事

と考えます。

□ ○
□
■

業

窓口開庁時間等の拡大

目

推進は、施設利用者の

的

増加になっ
●

□ ている

の

ことから、その目的、

達

対象、内容ともに妥当

成

であ
○

□ ると考えます

状

。
○

□
□ 窓口開庁時間

況

等の拡大には、指定管

必

理者制度、外部委託
●

要

□ 制度の活用等により

性

進められ、効率的、効

市

果的な手法に
○

■ よる

の

ものと考えます。
○

□

関

市民、利用者ニーズを

与

的確に把握するととも

の

に、効率的、効果的な

必

手法の調査研究が必要

要

であると考えます。

通

性

年休日開庁、年通年休

低

日開庁、年通年休日開

事

庁、年通年休日開庁、

そ

年通年休日開庁、年

度

の

末年度始めの休度末年

他

度始めの休度末年度始

上

めの休度末年度始めの
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

補助制度

種

適正化事業

企画部　財

類

政課

00－xxxxx ハx－xx0000 ○ ○ー

11 市民と市がコミュ

ド

ニケーションを重ね、

ソ

相互の信頼関係を深め

フ

るために
行政改革の

0

ト

1 市民と市がコミュニ

根

ケーションを重ね、相

拠

互の信頼関係を深める

法

ために
位置付け

03 誰

令

もが利用しやすい行政

等

サービスの提供

□ □ □

対

□

各個別補助金の見直

象

しが進み、補助制度の

・

適正化が図られてい 補

受

助制度の適正化を図る

益

ため、法令等に基づき

者

交付が義務付け
ます。

事

られている補助金を除

業

き、各個別補助金交付

期

要綱について、３
年を

間

限度に見直します。

補

委

助金要綱見直し件数 件

託

補助要綱を見直した件

、

数

84 168 211 －

協

－

135

- -

- - - -

働

補助金交付要綱適正化

【

達成率 ％

現在211件

委

ある補助金交付要綱適

託

正化を計画的に進める

：

。平成20年度：40

3

％、平成21年度：4

セ

0％、平成2
2年度：

ク

20％

40 80 100

・

－ －

64

- -

-

- - -

財

-

①：予定どおり

補助

団

金交付要綱について見

企

直しを進め、２１１件

業

中１３５件を見直しま

Ｎ

した。

Ａ：成果があが

Ｐ

った

Ｏ



2 頁

位

討

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0.00 0.0

貢

0 0.00

0.00 0

献

.00 0.20 0.2

高

0 0.20 0.00 0

市

.00

0.00 0.0

民

0 0.00 0.00 0

満

.00 0.00 0.0

足

0

0 0 1,679 1,

度

672 1,672 0 0

を

0 0 1,679 1,6

高

72 1,672 0 0

●

め

○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き

る

補助金交付要綱の見直

方

しを行い、補助金の効

策

果や必要性の検証が必

業

要であるため、現状の

有

規模で継続します。

平

効

成２０年度、補助金見

性

直し基準の適用除外と

継

なった補助金について

続

の検討を進めます。

恒

に

常的に交付している補

よ

助金、すでに目的を達

る

成してい
る補助金、縮

成

小･廃止･統合等が可

果

能な補助金等について

向

引き続き見直しを進め

上

ることで、補助金の適

の

切な運用を
図ります。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

一度決められた補助金

出

は、固定化し、特定の

総

ものの既得
●□ 権であ

合

るかのよになる恐れも

評

ありますので、定期的

価

な見

□ 直しをします。

市

○
■
□ 補助金の必要性

民

や効果などの観点から

ニ

見直しを進めるこ
●■

ー

とで、税等が適切に使

ズ

われるようにします。

高

□ ○
□
■ 補助金交付要

事

綱に、その目的や使途

業

を明確にするととも
●

目

□ に、対象外経費など

的

も明らかにし、補助金

の

の適切な運用
○

□ を進

達

めます。
○

□
□ 補助金

成

交付要綱に有効期限を

状

定め、年限が来ると定

況

期的
●

■ な見直しを行

必

うように、仕組みづく

要

りをしています。
○

□

性

○
■

補助金交付要綱に

市

ついて見直しを継続し

の

引き続き補助金の交付

関

基準の明確化と整理統

与

合を進めていくととも

の

に、補助金の見直し
基

必

準に適合しない補助金

要

についても、検討を進

性

めて行きます。

補助金

低

交付要綱の平成23年

事

度以降の平成23年度

そ

以降の－

見直し、平成

の

23年継続・廃止を検

他

討継続・廃止を検討

度

上

以降の継続・廃

止を検
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そ

等が本来業務として行

の

う企画展等は除いてい

他

ます。各課において見

　

直しを行った結
果、納

】

税ポスターコンクール

【

は平成２１年度で廃止

協

（平成２０年度まで）

働

となりました。

Ａ：成

：

果があがった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

イベント

種

見直し事業

企画部　行

類

財政改革推進課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

11 市民と

ド

市がコミュニケーショ

ソ

ンを重ね、相互の信頼

フ

関係を深めるために
行

ト

政改革の
01 市民と市

根

がコミュニケーション

拠

を重ね、相互の信頼関

法

係を深めるために
位置

令

付け
03 誰もが利用し

等

やすい行政サービスの

対

提供

市民、職員    象           ・ ～ 平成２１年度

□ □

受

□ □

必要性、効率性な

益

どを考慮し、開催目的

者

に合致したイベントが

事

効率的・効果的なイベ

業

ントを開催するため、

期

開催基本方針や見
開催

間

されています。 直し指

委

針などにより、イベン

託

トのスクラップアンド

、

ビルドを推
進します。

協

見直しの対象としたイ

働

ベント数 件

各課から報

【

告を受けたイベントの

委

総数

140 139

14

託

0

- -

- -

-

イベント

：

の統廃合数 件

見直しを

3

行って統廃合により減

セ

ったイべントの数

1 2

ク

1

- -

- -

-

①：予定

・

どおり

平成１８年度に

財

企画課が行ったイベン

団

ト調査の際に、各課か

企

ら報告のあったものの

業

うち、市からの支出金

Ｎ

額があるものを対象に

Ｐ

見直しを行いました。

Ｏ

なお、美術館、博物館



2 頁

位

0 0.40 0.40 0

施

.00 0.00 0.0

策

0

0.00 0.00 0

へ

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00

0

貢

0 3,357 3,34

献

3 0 0 0

0 0 3,35

高

7 3,343 0 0 0

○

市

○ ○ ○ ○ ○ ●

イベント

民

の見直しは、財政健全

満

化プランの重点推進期

足

間（平成１９年度から

度

平成２１年度）の取組

を

み項目として位置付け

高

ていま
す。財政健全化

め

プランの見直しに合わ

る

せて、継続して見直し

方

を図っていきます。

イ

策

ベントの実施にあたっ

業

ては、開催目的等を確

有

認したうえで、様々な

効

視点から市民サービス

性

の向上、経費の節減に

継

向けた見直し
を行いま

続

す。

イベントの見直し

に

により、廃止となるも

よ

のや経費を削減
したも

る

のなど、一定の成果は

成

上がったと考えられま

果

すが
、開催時期の重複

向

や類似イベントの取り

上

扱いなど、さら
に見直

の

しを進めてまいります

可

。

能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

ＰＤＣＡマネジメント

出

サイクルによって、事

総

業の目的達
●■ 成に向

合

けた手法選択や、初期

評

段階から細部にわたっ

価

て検

■ 討を行い、より

市

効率的で効果的な取り

民

組みを図ります。 ○
□

ニ

□ より効率的で効果的

ー

な開催を実現するため

ズ

、開催手法や
●□ 開催

高

に要する経費について

事

見直しが行われます。

業

■ ○
□
■ 事業開始時の

目

経緯や社会経済情勢等

的

を考慮した上で、サ
●

の

□ ービスの妥当性を見

達

極めます。
○

□
○

□
■

成

実績の取りまとめ方法

状

などについて、検討し

況

ていく余地
○

□ があり

必

ます。
●

□
○

□

事業費

要

５０万円未満のイベン

性

トとして、講座、教室

市

、講演会等も積極的な

の

見直しに努めて、統合

関

・廃止の方向性を図り

与

ます。

イベント開催妥

の

当イベント開催妥当

性

必

の検証とイベン性の検

要

証とイベン

ト統廃合の

性

検討 ト統廃合の検討

0

低

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

事

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

他

0

0.00 0.00 0

上

.00

0.00 0.0



1 頁

そ

を行いました。

Ｂ：お

の

おむね成果があがった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

基幹シス

種

テムのオープンシステ

類

ム化事業

企画部　広報

ハ

・情報政策課

00－x ーxxxxx－xx00 ド00 ○ ●

11 市民と市

ソ

がコミュニケーション

フ

を重ね、相互の信頼関

ト

係を深めるために
行政

根

改革の
01 市民と市が

拠

コミュニケーションを

法

重ね、相互の信頼関係

令

を深めるために
位置付

等

け
03 誰もが利用しや

対

すい行政サービスの提

象

供

職員 平成１８年度 ・ ～ 平成２２年度

□ ■

受

□ □

業務担当課がシス

益

テムを選択しやすい環

者

境が整備されていると

事

業務担当課がシステム

業

を選択しやすい環境を

期

整備するため、段
とも

間

に、増大しているホス

委

トコンピューターの運

託

用コストの削 階的にオ

、

ープンシステム（サー

協

バによるシステム）に

働

移行しま
減が図られて

【

います。 す。

オープン

委

システム移行割合 %

オ

託

ープンシステムシステ

：

ム数／全業務数（42

3

）×100

60 100

セ

100 -

60

- -

- -

ク

- -

運用経費割合 %

平

・

成17年度を100と

財

した場合の運用経費

1

団

31 147 79 -

12

企

8

- -

- - - -

①：予

業

定どおり

税（市民税・

Ｎ

固定資産税等）システ

Ｐ

ム及び住民記録系シス

Ｏ

テムの開発及び本稼働



2 頁

位

00 5.00 4.60

施

4.60 0.00 0.

策

00

0.00 0.00

へ

0.00 0.90 0.

の

90 0.00 0.00

貢

0 0 41,955 41

献

,543 41,543

高

0 0

0 0 41,955

市

41,543 635,

民

498 0 0

● ○ ○ ○ ○

満

○ ○

平成２１年度でオ

足

ープン化は終了し、全

度

オープン化システムの

を

継続的運用を行います

高

。

オープン化は終了し

め

、全オープン化システ

る

ムの継続的運用を行い

方

ます。

新システムへの

策

移行及び安定運用に向

業

け、開発業者・業
務担

有

当課と連携して環境整

効

備を進めていきます。

性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

増大するホストコンピ

出

ュータの運用コストを

総

削減するた
●■ めに、

合

オープンシステムへの

評

移行は必要です。

□ ○

価

□
□ オープンシステム

市

への移行によって、業

民

務担当課がシス
●□ テ

ニ

ムを選択ししやすい環

ー

境が整備されます。

■

ズ

○
□
■ 業務担当課の環

高

境整備が図られるとと

事

もに、運用コスト
○

□

業

の削減も図られます。

目

●
□

○
□
□ 段階的にオ

的

ープンシステムに移行

の

することで、開発の負

達

○
■ 荷を軽減します。

成

●
□

○
□

スケジュール

状

に沿って、国保・介護

況

・年金システム等の開

必

発と本稼働を行い、ホ

要

ストコンピュータを撤

性

去します。

第１・２グ

市

ループ第３・その他グ

の

ル全オープンシステ

の

関

運用開始、第３ープの

与

運用開始、ムの継続的

の

運用

・その他グループ

必

ホストコンピュー

の調

要

達・開発 タの撤去

0 0

性

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

低

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

事

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

そ

593,955 0 0

0

の

0 0 0 593,955

他

0 0

0.00 0.00

上

0.00

0.00 0.



1 頁

そ

チェックリスト（案）

の

を作成しました。これ

他

を基に１１
９番入電時

　

の受信者による緊急度

】

・重症度の判断と、救

【

急隊員の判断を比較検

協

討し、アンダートリア

働

ージ（重症な人を軽症

：

と見
なすこと）を防ぐ

】

ためにチェックリスト

目

を見直しました。

Ａ：

的

成果があがった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

119番

種

トリアージ事業

消防本

類

部　消防救急課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

11 市民と

ド

市がコミュニケーショ

ソ

ンを重ね、相互の信頼

フ

関係を深めるために
行

ト

政改革の
01 市民と市

根

がコミュニケーション

拠

を重ね、相互の信頼関

法

係を深めるために
位置

令

付け
03 誰もが利用し

等

やすい行政サービスの

対

提供

        象      ～ 平成２・ ２年度

□ □ □ □

119

受

番トリアージ（救急の

益

優先順位）の試行によ

者

り、救急車の 救命率の

事

向上と救急業務の公正

業

性及び公平性を確保す

期

るため、
適正利用に向

間

けた検証が進んでいま

委

す。 119番トリアー

託

ジを試行します。

試行

、

に向けた進捗率 %

平成

協

20年度：検討委員会

働

設置20％、平成21

【

年度：チェックリスト

委

作成：30％、平成2

託

2年度：試行50％

2

：

0 50 100 -

30

-

3

-

- - - -

試行件数 件

セ

平成21年度：月3日

ク

（1日平均31件）を

・

実施、平成22年度：

財

全通報に対して実施す

団

る。

- 1,116 11

企

,323 -

- -

- - -

業

-

①：予定どおり

１１

Ｎ

９番トリアージ委員会

Ｐ

を設置し、１１９番ト

Ｏ

リアージを行うための



2 頁

位

救急入電－

及び各調査

施

アージ方法の検討時の

策

トリアージの

及び試行

へ

導入

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

貢

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

献

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0.00 0.

市

00 0.00

0.00

民

0.00 1.10 0.

満

80 0.80 0.00

足

0.00

0.00 0.

度

00 0.10 0.10

を

0.10 0.00 0.

高

00

0 0 9,573 7

め

,030 7,030 0

る

0

0 0 9,573 7,

方

030 7,030 0 0

策

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成２

業

１年度に作成した１１

有

９番トリアージチェッ

効

クリストを使用して試

性

行を行い、これを基に

継

平成２２年度からは１

続

１９番入
電時のトリア

に

ージを導入します。

よ

アンダートリアージ

る

を防ぐため、継続的に

成

１１９番トリアージチ

果

ェックリストを見直し

向

、救急資源の有効活用

上

を図ります。

１１

の

９番トリアージ事業の

可

導入は、市民の安心・

能

安全の
ために効果があ

性

り、救急車の適正利用

低

も期待できるため
、継

そ

続して進める必要があ

の

ります。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

１１９番入電時に、緊

出

急度・重症度の判定を

総

行い、限ら
●□ れた救

合

急資源を緊急度・重症

評

度が高い傷病者に投入

価

する

■ 事業は必要性が

市

高いものと考えます。

民

○
□
■ 緊急度・重症度

ニ

が高い傷病者に対し、

ー

現場のマンパワー
●■

ズ

を増やすことは、市民

高

に対して安心と安全を

事

提供するこ

■ とができ

業

ます。 ○
□
■ １１９番

目

入電時に、緊急度・重

的

症度のトリアージを行

の

い
●

■ 、重症者には現

達

場のマンパワーを増や

成

し、軽症者には救
○

□

状

急車の適正利用を促す

況

などして救急資源の有

必

効利用を図
○

□ ること

要

ができます。

□ 緊急度

性

・重症度が低く、救急

市

車を必要としない傷病

の

者に
○

□ 対して民間救

関

急やタクシー等の交通

与

手段の利用を促し、
●

の

■ 救急車の適正利用を

必

進めます。
○

□

１１９

要

番トリアージ事業は、

性

１１９番入電時に正確

低

な判断を必要とするた

事

め、定期的にチェック

そ

リストの見直しを実施

の

する必要
があります。

他

検討委員会の設立調査

上

に基づくトリ１１９番
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そ

について、実施時期を

の

含めて見直しを行った

他

ため。

機能別消防団員

　

制度は、消防団員の不

】

足を補う目的で導入す

【

るものですが、メリッ

協

トとデメリットを検証

働

し早急な導入の必要性

：

を検討しました。

】

Ｃ：十分に成果をあげ

目

ることができなかった

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

機能別消

種

防団員制度導入事業

消

類

防本部　消防救急課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

11 市

ド

民と市がコミュニケー

ソ

ションを重ね、相互の

フ

信頼関係を深めるため

ト

に
行政改革の

01 市民

根

と市がコミュニケーシ

拠

ョンを重ね、相互の信

法

頼関係を深めるために

令

位置付け
03 誰もが利

等

用しやすい行政サービ

対

スの提供

      象        ～ 平・ 成２１年度

□ □ □ □

特

受

殊技能（応急手当普及

益

員の資格等）を有する

者

消防団員が救急 現有し

事

ている消防団に特定の

業

活動、役割のみを実施

期

する機能別
講習、消防

間

訓練等の啓発活動に参

委

加し、指導することに

託

より、 消防団員制度を

、

導入します。
災害の未

協

然防止、救命率の向上

働

が図られています。

特

【

殊技能（救急指導員の

委

資格等）を有する団員

託

数 人

現有する消防団員

：

385名の他に特定の

3

役割を持った消防団員

セ

を公募する。

5 10

-

ク

- -

- - - -

啓発活動

・

の指導者として講習会

財

等を実施する回数 回

特

団

殊技能（救急指導員の

企

資格等）を有する団員

業

を指導者として実施す

Ｎ

る回数

6 18

-

- -

-

Ｐ

-

③：遅れている

機能

Ｏ

別消防団員制度の導入
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位

00 0.00

0.00

施

0.00 1.00 0.

策

70 0.00 0.00

へ

0.00

0.00 0.

の

00 0.00 0.00

貢

0.00 0.00 0.

献

00

0 0 8,391 5

高

,850 0 0 0

0 0 8

市

,391 5,850 0

民

0 0

○ ○ ○ ● ○ ○ ○

機

満

能別消防団員制度は、

足

全国的な消防団員不足

度

の対応策として国が通

を

知したものですが、本

高

市における消防団員の

め

充足率は高く
推移して

る

おり、早急な導入の必

方

要性はないと判断しま

策

した。

新たな機能

業

を持つ消防団員制度を

有

早急に導入する必要性

効

はありませんが、今後

性

消防団員が大きく減少

継

することも
考えられる

続

ため、継続して調査・

に

検討する必要がありま

よ

す。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

現在、消防団員の充足

出

率が高いため市民ニー

総

ズはありま
○■ せんが

合

、導入時には市が制度

評

化する必要があります

価

。

■ ●
□
□ 今後、消防

市

団員が大きく減少する

民

ことも考えられるため

ニ

○□ 、機能別消防団員

ー

制度を含めた消防団員

ズ

の入団促進対策

■ を調

高

査・研究する必要があ

事

ります。 ●
□
□ 制度の

業

内容によっては、消防

目

団員の活動と重複する

的

可能
○

□ 性もあること

の

から、導入については

達

慎重に見極める必要
○

成

■ があります。
●

□
□

状

機能別消防団員の活動

況

は限定的なものであり

必

、制度の導
○

□ 入と比

要

較すると、消防団員の

性

活動内容を広くするこ

市

とで
○

■ 効率化を図る

の

ことができます。
●

□

関

今後、消防団員の減少

与

を防止するために、消

の

防団の入団促進につい

必

て調査・研究する必要

要

があります。

機能別消

性

防団員制制度の充実及

低

び積

度化の導入 極的な

事

運用

0 0 0 0 0 0 0

0

そ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0.00 0.
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そ

2.4 22.6 22.

の

8

20.4

①：予定ど

他

おり

多量排出事業者に

　

「減量化等計画書」等

】

の確実な提出を求め、

【

実績及び計画書の分析

協

を行いました。「減量

働

化等の計画書」等の
確

：

実な提出により、多量

】

排出事業者に対し、ご

目

みの発生抑制、資源化

的

への意識付けに効果が

・

ありました。なお、剪

目

定枝等の分別
収集と資

標

源化施設整備は検討中

事

、家庭ごみ有料化につ

業

いても検討中です。

Ａ

の

：成果があがった

概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

ごみの減

種

量化・資源化等推進事

類

業

環境部　資源循環課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

11

ド

市民と市がコミュニケ

ソ

ーションを重ね、相互

フ

の信頼関係を深めるた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民と市がコミュニケー

拠

ションを重ね、相互の

法

信頼関係を深めるため

令

に
位置付け

03 誰もが

等

利用しやすい行政サー

対

ビスの提供

□ □ □ □

新

象

たな施策を検討するこ

・

とにより、ごみの減量

受

化、資源化など 多量排

益

出事業者の排出抑制、

者

ごみ処理手数料の適正

事

化など、事
の一層の推

業

進が図られています。

期

業系一般廃棄物の減量

間

化を推進し、剪定枝な

委

どの分別収集と資
源化

託

施設整備を検討します

、

。また、他の排出抑制

協

策、分別の推
進の成果

働

を検証した上で、家庭

【

ごみ有料化の検討を進

委

めます。

事業系ごみ多

託

量排出者への指導件数

：

件

－

68 65 62 59

3

56

68

多量排出事業

セ

所への立ち入り調査 社

ク

多量排出事業所現場確

・

認調査など

5 8 10 1

財

3 15

1

多量排出事業

団

者による排出量削減率

企

%

前年度実績と比較し

業

た削減率

2 2 2 2 2

3

Ｎ

ごみ資源化率 %

資源化

Ｐ

物／ごみの総排出量×

Ｏ

100

22 22.2 2
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位

量排出事業者に多量排

施

出事業者に

「減量化等

策

計画書「減量化等計画

へ

書「減量化等計画書「

の

減量化等計画書「減量

貢

化等計画書

」の提出要

献

求、実」の提出要求、

高

実」の提出要求、実」

市

の提出要求、実」の提

民

出要求、実

践例の紹介

満

践例の紹介 践例の紹介

足

践例の紹介 践例の紹介

度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

を

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

高

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

め

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

る

0 0

0.00 0.00

方

0.00

0.00 0.

策

00 0.20 0.50

業

0.50 0.50 0.

有

50

0.00 0.00

効

0.00 0.00 0.

性

00 0.00 0.00

継

0 0 1,679 4,1

続

78 4,178 4,1

に

78 4,178

0 0 1

よ

,679 4,178 4

る

,178 4,178 4

成

,178

● ○ ○ ○ ○ ○

果

○

多量排出事業者に「

向

減量化等計画書」等の

上

確実な提出を求めます

の

。現場確認を実施し、

可

排出抑制、資源化、リ

能

サイクル化などで
減量

性

化を促します。なお、

低

剪定枝などの分別収集

そ

と資源化施設整備及び

の

家庭ごみの有料化につ

他

いては、引き続き検討

事

していきま
す。

提出書

業

類の分析等を行い、現

の

場確認を順次実施し、

目

排出抑制、資源化、リ

的

サイクル化の指導助言

､

を行います。なお、剪

対

定枝など
の分別収集と

象

資源化施設整備及び家

､

庭ごみの有料化につい

内

ては、引き続き検討し

容

ていきます。

家庭ごみ

分

と同様に、事業系ごみ

高

についても減量化が重

受

要
であり、特に多量排

益

出事業者に対しては、

者

立入検査等を
通じて排

負

出抑制、資源化、リサ

担

イクル化の指導を徹底

､

し
ていきます。なお、

補

剪定枝の資源化、家庭

助

ごみの有料化
について

額

は、今後も検討してい

妥

きます。

当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

多量排出事業者に対し

出

、指導し、計画を策定

総

させて減量
●■ 化に努

合

めさせることは、ごみ

評

の発生抑制、資源化に

価

必要

□ です。 ○
□
□ 継

市

続的に多量排出事業者

民

に対し、指導し、計画

ニ

を策定さ
●□ せて減量

ー

化に努めさせることは

ズ

、ごみの発生抑制、資

高

源

■ 化に有効です。 ○

事

□
■ 継続的に多量排出

業

事業者に対し、指導し

目

、計画を策定さ
●

□ せ

的

て減量化に努めさせる

の

ことは、事業の目的で

達

あるごみ
○

□ の発生抑

成

制、資源化に対して妥

状

当です。
○

□
□ 多量排

況

出事業者に対し、「減

必

量化等計画書」等の確

要

実な
○

□ 提出求めてい

性

きます。
●

■
○

□

多量

市

排出事業者に対し、「

の

減量化等計画書」等の

関

確実な提出を求めると

与

ともに、現場確認を行

の

い、排出抑制、資源化

必

、リサイク
ル化などで

要

減量化を促します。な

性

お、剪定枝等の分別収

低

集と資源化施設整備及

事

び家庭ごみ有料化につ

そ

いて引き続き検討して

の

いき
ます。

多量排出事

他

業者に多量排出事業者

上

に多量排出事業者に多



1 頁

そ

00

- -

- -

①：予定

の

どおり

工事の円滑で効

他

率的な執行を図るため

　

、土木工事積算システ

】

ムの変更に取り組みま

【

した。

Ａ：成果があが

協

った

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

新土木積

種

算システム導入事業

総

類

務部　契約検査課

00 ハ－xxxxxx－xx ー0000 ○ ●

11 市民

ド

と市がコミュニケーシ

ソ

ョンを重ね、相互の信

フ

頼関係を深めるために

ト

行政改革の
01 市民と

根

市がコミュニケーショ

拠

ンを重ね、相互の信頼

法

関係を深めるために
位

令

置付け
03 誰もが利用

等

しやすい行政サービス

対

の提供

職員      象         ～ ・ 平成２１年度

■ □ □ □

受

新土木積算システムを

益

導入することにより、

者

システムの管理と 効率

事

的な積算業務を行うた

業

め、土木積算専用パソ

期

コンによるこ
積算業務

間

が効率的に行なわれて

委

います。 となく、職員

託

に配備された事務用パ

、

ソコンで積算業務を行

協

うこ
とができる新土木

働

積算システムを導入し

【

ます。

積算業務可能パ

委

ソコン台数 台

平成20

託

年度で専用パソコンの

：

使用を廃止し、平成2

3

1年度から事務用パソ

セ

コンを用いて積算業務

ク

を行う。

11 56

11

・

- -

- -

土木積算用単

財

価の更新作業やパソコ

団

ンの管理業務の割合 %

企

土木工事積算用単価の

業

調査や調整及び専用パ

Ｎ

ソコンの維持管理に要

Ｐ

する業務が60％削減

Ｏ

される。

100 40

1



2 頁

位

新土木積

算システムの

施

導入算システムの導入

策

・運用 ・運用

0 0 0 0

へ

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

の

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

貢

0 0 0 0

0 0 0 2,9

献

40 0 0 0

0 0 0 2,

高

940 0 0 0

0.00

市

0.00 0.00

0.

民

00 0.00 0.90

満

0.90 0.00 0.

足

00 0.00

0.00

度

0.00 0.00 0.

を

50 0.00 0.00

高

0.00

0 0 7,55

め

2 9,246 0 0 0

0

る

0 7,552 12,1

方

86 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○

策

● ○

土木工事積算につ

業

いては、迅速性・効率

有

化のために市町村土木

効

積算システムを平成２

性

１年度に導入が完了し

継

ます。

検査業務執行体

続

制については、各工事

に

主管課へ工事時期の見

よ

直しを依頼して、シス

る

テムの効率的な運用を

成

図ります。

新検査シス

果

タムの導入により、経

向

費の節減と効率的な事

上

務執行が可能となりま

の

した。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

工事が適切に行われた

出

かどうかの判断を行う

総

事業である
●□ ため、

合

また、効率的な積算業

評

務を行う事業のため必

価

要性

■ が高くなります

市

。 ○
□
□ 請負業者に対

民

する工事評定を適正に

ニ

行い通知していくこ
●

ー

□ とにより、今後の請

ズ

負工事に生かされるた

高

め有効性は高

■ い。ま

事

た、コスト縮減を実行

業

するためにも効率的な

目

積算 ○
□ システムの導

的

入が必要となります。

の

■ 工事が適切に行われ

達

たかどうかの判断を行

成

う事業である
●

□ ため

状

、また、効率的な積算

況

業務を行う事業のため

必

妥当性
○

■ が高くなり

要

ます。
○

□
■ 年度末に

性

検査が集中する傾向が

市

あり、円滑な事務処理

の

及
●

□ び評価に支障を

関

きたす恐れがあります

与

。
○

□
○

□

土木工事積

の

算については、迅速性

必

・効率化のために市町

要

村土木積算システムを

性

導入します。検査業務

低

執行体制については、

事

各工
事主管課へ工事時

そ

期の見直しを依頼しま

の

す。

専用パソコンの使

他

専用パソコンの使

用廃

上

止、新土木積用廃止、
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